第2２回大阪府地方独立行政法人評価委員会　議事要旨

１　日時　　　　平成22年7月20日（火）　15時～17時40分
２　場所　　　　さいかくホール
３　出席委員　　奥林委員長、安部委員、中島委員、槙野委員、松澤委員

　　　　　　　　（辻本委員、宮嶋委員、山谷委員は欠席）

４　議題

（１）平成22年度の開催予定について
（２）中期目標期間終了時の検討に係る意見について

　（３）地方独立行政法人大阪府立病院機構の中期目標期間終了時の検討に係る意見について
　（４）公立大学法人大阪府立大学の中期目標期間終了時の検討に係る意見について
　（５）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会

○　新任委員の紹介を行った。

○　委員長が議事項目の確認を行った。
　Ⅱ　議事

（１）平成22年度の開催予定について
○　事務局から資料1「地方独立行政法人評価委員会　2２年度開催スケジュール」の説明を行った。
（２）中期目標期間終了時の検討に係る意見について
○　委員長から、中期目標期間終了時の評価委員会の意見書の考え方について、各委員に次のとおり確認があった。
　　・　法第31条に定める評価委員会の意見については、大学は平成17年度から20年度、病院は18年度から20年度までの年度評価結果の趣旨、21年度の実績、22年度の事業計画の内容を踏まえ、意見書を作成、提出することとする。

・　意見書に盛り込む内容は、第１に「中期目標・中期計画の全体的な進捗状況と総括」、第２に「今後も取組みを続けて欲しいこと」、第３に「次期中期目標に盛り込んで欲しいこと」という構成とする。

○　各委員に異議がないことを確認し、意見書の考え方を決定した。

（３）地方独立行政法人大阪府立病院機構の中期目標期間終了時の検討に係る意見について
○　新任理事の紹介があった。
○　法人から資料2-1「府立病院機構の中期計画の進捗状況」及び資料2-2「府立病院機構の平成22年度計画の概要」について、医療対策課から資料2-4「府立病院機構の第2期中期目標の方向性について」について説明を行った。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

◆　府立病院機構が独立行政法人になったとき、65億7千万円の負債を5年間で解消し、さらに発展させるという1番大きな目標を見事にクリアし、それ以上の収益が出る体制にした。働いている皆さんの並々ならぬ努力があったと思う。現場の苦労、大変な汗と涙があったのではないかと想像している。

◆　資料２－４の次期の方向性の１番から７番までは、極めて大事なことだと思う。ただ、中期目標を実現させるために数値目標等出していくと思うが、収支の改善について、議会などから、目標を与えたら出来るという、安易な評価をされると困るのではないかと思っている。この収支差の改善は、病院として相当無理をしているということがわかるようにしていくべきではないか。機構としてやりたいことを全部やって、府民サービスも設備機器も十分備えて、こういう結果が実現したのではなく、本来であれば、これだけの投資をしなければいけないのに、収支差を改善するためにここまで無理してきたということが、総括としてわかるようにしていく必要があるのではないかと思う。
このことを前提に、次の中期目標について、特に（３）、（４）、その前提として（７）が非常に重要な方向性、ファクターではないかと思っている。府民サービスは、まず病院のレベルアップ、人と設備だと思う。優秀な先生を確保して定着を図るため、もし民間と比べて処遇がかなり低いのであれば、ある程度上げる。頑張った先生や評価の高い先生には高いインセンティブを与えるなど、次の目標で具体的に記載する必要があるのではないか。儲かったお金は、府の運営費負担金を削るのではなく、先生と設備にきちんと投資するということをきちんとしておく必要があるのではないか、やはり人と設備にどう投資して、どう充実させていくかが次の大きな課題だと思う。
◆　最初の目標が、不良債務を返すことだったので、一丸となって一生懸命に取り組まれ、具体的に実現されたのは、評価する側から言えば非常に嬉しい。ただ、今の医療制度で黒字を出そうと思えば、相当無理をしないといけない。特に、府立病院のようにあらゆる医療に対応しながら、黒字を出すのは非常に難しいと思う。だから、具体的にどういうことをしたから、他の病院と違うことができたということを説明しないと、運営費負担金を減らそうという話になる可能性があり、非常に怖い結果だと思う。

例えば、安定的な経営基盤の確立は非常に大きな問題だが、５つの病院は非常に性質が違う。収支がプラスにならない病院も抱えながら、トータルで評価することになっており、いつも最後は全体の足し算をしている。そうすると機構になったから非常に効率がよくなり、今まで赤字になっていた部分がよくなったとか、そういう具体的な例が本当に出てくるのかどうか。一番目の経営責任の明確化、病院の自律的運営を推進するという話と、５病院の一体運用というのに若干矛盾があるような感じがする。どのような具体的なことで収支が黒字に出来たのかを示さないと、医療は儲かると府民に誤解されないかが非常に心配。全体の結果から見て、非常に努力されたことは素晴らしいことだと思うが、以前と具体的に違うところをしっかりと説明しなければならない。また、借金を返すまで辛抱しているところや、次期計画では取り組む予定になっているところも示さないと、これだけで非常に良かったと言っていいのか少し心配。

⇒　今のご意見、日々、感じながら運営をしている。黒字が拡大していったことが、喜ばしいということだけを思っているわけではない。ただ、経営改善の指標として非常にわかりやすいので、65億7千万円を5年間で解消するという部分にスポットを当てて、ずっと見てきている。医療の質の向上という部分でも、各病院とも相当努力をしている。ただ、努力そのものに対して、職員が十分満足できるような形で返せていないのも事実。医療機器の更新に関しても、昨年以前は、非常に無理をしてきた。年間5病院で22億円くらいの機器更新や設備改修を含めて使っていたが、とても全ての要望を満たすことはできない中、職員にずいぶん苦労をかけた。ただ、昨年は補正予算で少し医療機器を買い足したり、独法になった当初から頑張った診療科等にプラスのボーナスを支給するなど、少しでも職員のモチベーションを上げる工夫はやってきた。

また、17年と比較し、診療報酬は下がったが、医療収益は、21年は約70億円強の増収となった。費用が、人件費を含めて増収分ほど伸びなかったので、黒字となった。人件費は、一部、府の公務員制度の中で、ボーナスの一部カットもあったが、我々は府の給与体系と違った体系を持っている。特に看護師等の給与体系が高いのではないかという中で、フラット化を進めた。たとえば、看護師長、副看護部長、看護部長という職階に応じて給料を上げていき、一般の人はフラット化を行う。これが国立病院機構の給与体系だが、新しく採用した人たちがその体系に変わっていったため、給与の全体が下がった。
事務関係では、各病院が行っていた事務を法人全体で一本化し、大幅に減らしたということもある。黒字は、色々な部分で職員がかなり努力した結果と思っている。今後は、2期の中期計画で、どのような形で府民及び職員に還元できるか。次は不良債務がなくなるので、比較的自由な形で還元ができるので、我々としても非常に喜んで、大いにそういう方向を目指したい。
◆　先に現場の人たちの汗と涙での努力があったのではないかということを話したが、まさにそういう側面も今回の報告書の中には入れておいてもいいのではないか。赤字を解消したという数字だけが独り歩きしてしまい、本当に努力した人たちの成果や想いがとんでしまうと、客観的な報告書としては、問題が起こるのではないかと思うので、今後、病院部会でも、そういうことに留意して議論を進めてもらえればと思う。

◆　中期目標の中の看護師の確保というところで、もう少し府立大学との連携をうたえないか。府立大学も資金を投資して看護師を養成しているのに、府外に行くようなら、何のために府が税金を使って投資しているのかよくわからない。強制的にはできないが、もう少し連携して、看護学科の卒業生の２割位が府立病院に就職すると言っていたが、次の中期に３割、４割、５割位が府立病院に就職するようなことができないか、工夫してほしいと思う。
⇒　府立大学の学生全員の実習を、府立病院で受けているが、それだけでは、なかなか就職につながらない。プラスアルファの色々な仕掛けを作る中で、昨年、府立大学と連携協定を結んで、具体的にどういう方向で、魅力ある病院機構、各病院を売り込むかといったことを議論している。２期計画ではそういう内容も具体的に示せればと思う。
◆　新たな政策医療課題のところで、感染症や救命救急医療とあるが、これまでも議論にのぼった疾病予防は含まれていないのか。個別の項目の中には入っていると思うが、病気になった人を治療するだけではなく、疾病予防のこともわかるようなキーワードを大きな目標の中に入れてはどうかと思う。

　　医療スタッフの確保について、アメリカなどでよく、質の高い医療従事者を吸引す

る非常に魅力ある病院という意味で「マグネットホスピタル」という言葉が使われている。なぜ魅力があるかというと、質や安全性の高い医療を提供している一員になれるという誇りや、教育やトレーニングの機会が十分に提供されており、職員満足度が高いということ。ここにこれまで財務や質の安全や患者の満足度はあるが、職員の観点から、魅力ある病院なので皆が行きたいということが、言葉として表現される方いいのではないか。

◆　方向性のところで、１年目から申し上げたが、当時から中期目標の課題のかなり大きい部分が難治性ガンだった。母子や精神は別にして、それ以外はガンが中心。ただ、府立病院機構が、本当に府の医療行政の実践としたら、5病院がヘッドクオーターとして大阪府の医療を、ガンだけでなく色々な医療のリーダーとしてやるべき。その中で大阪府の問題点、たとえば、大阪府の寿命。沖縄が寿命１位から16位になったら、県をあげて、もう１度長寿県を取り戻そうと取り組んでいるが、大阪府の寿命は、下の方。そういうことから何が抜けているかといえば、きちんと予防医学から高度医療までの連続性の医療と計画。１年１年とは違う視点で、総論の中で５年の目標を作ったと言ってもらわないと、また経営に重点を置かれたら、せっかく評価していった意味がないと思う。ぜひそういうことを盛り込んだマニフェストを作ってほしい。
○　委員長から、意見書案に書く内容の方向性について、次のとおり確認を行い、各委員からの了解を得た。
　　・全体的な進捗状況とその総括には、自律性、機動性を高める。経営効率を高める。不良債務の解消というのがこの委員会の中で出ていたキーワードでもあるので、このあたりを含めた１つの文章を作成する。
　　・今後も継続してほしい取り組みには、診療機能の充実。さらには府民の健康増進ということをここに入れてもいいのではないか。府民サービス、施設整備の状況が出ているので、そのあたりで大きく括る。

　　・次期目標に盛り込んでほしいことは、5病院として無理をしているのではないかという表現があった。どういう努力をしたことで成果が出てきたのか、今後その成果を医師や看護師などそこに働いている人に還元する。よりよい医療の条件、先進的な病院として機能する、府の拠点病院としての役割を発揮し、波及効果を期待する。という風な形で次期の中期計画を立ててもらってはいいのではないか。
（４）公立大学法人大阪府立大学の中期目標期間終了時の検討に係る意見について

○　法人から資料3-1「府立大学の中期計画の進捗状況」及び資料3-2「府立大学の平成22年度計画の概要」について、私学・大学課から資料3-4「府立大学の第2期中期目標（素案）の概要」について説明を行った。
○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

◆　府立病院機構と同じように府立大学も大きな成果を出したと思う。資料３－１にあるように、府からの交付金が削減される中で、同時に教員、職員の数も減らす中で、いかに大学を運営し、同時に改革を進めていくかというところで、大変苦労されたと思う。特に外部資金の獲得については、平成16年と比べると3倍近い金額を獲得することによって、経済的にも自律し、無事に将来計画を立てられるようになっている。大学運営にとっては非常に大きな成果を収められていると思う。この改革を積極的に進められた関係者の皆さまのご努力に心から敬意を表したい。
◆　資料3-1、教育研究の2つめの文科省の科学技術振興調整費は、一定レベル以上の大学にしか当たらないので、よくやっておられると思う。この教育研究のところで、教育GPはどのような状況なのか教えてほしい。
国際交流のところは少し弱いような気がしている。社会貢献や外部研究資金の獲得は先生の数が減っている中、大変よくやっておられ、努力の跡がよくわかると思う。
1点だけ気になるのは、教職員組織のスリム化をしているが、専任教員が減ると、非常勤講師への依存度が高まると思う。そうすると、非常勤の先生方も一生懸命やっていただいているが、教育の質に影響が出ていないか、留意する必要があるのではないか。また、学部事務を廃止して、セクション別にセンターを作るなど、職員削減の取組みを進めておられるようだが、学部事務であれぱ学生がそこに来るとフルセットで問題が解決するが、センター化すると担当職員がいないとたらい回しにされたりするケースも発生する。学生サービスの質の低下が起こらないよう留意する必要があると思うが、そのあたりどうなっているか教えてほしい。
次に、3-2の大学改革の推進は3-4に絡むが、大きく4つの領域に変えるには文部科学省の認可がいる。24年度の実施とすると、来年の5月の申請で早ければ10月、もしくは12月認可になる。学生募集は認可が出るまでできないので、どういう風に工夫されるか。たしか認可を受けるとその年のセンター試験の利用ができなくなると思う。その辺を含めて、認可作業に伴う色々な制約が出てくるので、留意して準備する必要があるのではないかと思う。
次に、3-2、国際交流事業の強化のところで、②はベトナムのハロン湾の浄化は社会貢献だが、①の留学生、研究者の受け入れ体制、③教員の海外派遣はすべて教育研究に関わるところではないかと思う。力のある大学なので、もう少し国際交流のところを、受け入れのセンターも作りながら、事務的なバックアップ体制を、整理して対応された方がいいのではないかと思う。
府立大学の基金は、どの程度の目標で、今どのくらい集まっていて、どういう使い方をするのか、教えてほしい。
資料3-4に関しては、文科省の認可申請の手続きが大きなポイントになる。日本で理工系離れが進んでおり、理工系をどう強化していくかが日本全体の大きな課題。府立大学の方で検討してそういう方向を目指すということなら、滞りなく準備を進めてもらえばいいのではないかと思う。
１番気になるのは、一番下の今後の検討課題の、理事長と学長の分離というところ。今、むしろ経営と教学の一体化のために理事長と学長を一緒にしたらどうかということが、色々な大学で議論されている。そうした中で、果たしてこのような動きはどうなのか。これは大阪府が推進しようとしている課題だが、全国的な状況も再検討されたらどうか。
大阪市立大学との統合は、いわば結婚なので、相手が嫌なら成立しない。一方的な片思いではなく、相手と十分お見合いして、相手も尊重して進めていただきたい。

⇒　文科省認可は、来年5月の正式申請に向けた事前相談は既に始まっている。まず、8月20日にその委員会があり、その資料は既に提出している。その答えが返ってきた後、その次の10月の事前相談に、ほぼ完全な形で準備できるよう、今、文科省と協議している。したがって来年の5月の時点では、ほぼ確定できる形で臨んでいる。入試その他については、文科省と十分に相談しながらやっているので、入試についてもスケジュールに支障がでないように抜かりなくやっていく所存。
次に国際について、指摘はもっともで、一番力を入れなければいけない重点項目の中に国際関連が入っている。留学生を受け入れる体制として、国際交流課を作っているが、それをセンターに拡充しようとしている。JICAのプログラムや環境省のプログラムなど、色々なものを取っている。9月に学生をベトナムに30人位連れて行って、環境教育をするが、このような取組みを通して、少しずつだが、国際的なことに関しては頑張っているつもり。ご指摘の3-2の資料については、検討させていただく。
一番、運営費交付金を減らすことができている要因は人件費。これは、法人化前から10年計画で、少しずつ減らしてきているので、非常勤のウェイトは上がっていない。教員の負担は増えている。不補充を前提に法人化のときに計画していたので、それが着実に行われていると理解していただけたらと思う。したがって、教育の質は決して落ちていないと自負している。

学生センターは１番大事にしており、むしろウェブ学生センターなど色々とサービスを強化している。ただ、心配なのは入試や教務など先生方に直接かかわるところで、これからもご指摘のように見直しながらと思っている。
基金については、累積で4億円弱。去年始めたが、その時点では目標を立てていない。２年後に創基130年を迎えるので、もう少ししたら目標を立てようかと思っている。

GPの新規の獲得実績は、教育補助金に限定すると平成17年度3件、18年度0件、19年度2件、20年度3件、21年度2件。今年度はまだヒアリング審査の段階で採択はまだのものもある。科学技術振興調整費は平成20年度２件、22年度１件採択された。
◆　中期目標の府の検討課題で市大との合併と書かれているが、基本的にこのスタンスは間違っていると思っている。合併することで強力な大学が誕生すると書いてあるが、強力な大学が誕生するとは思わない。私見だが、大阪府大、大阪市大というのは、大阪府下で数少ない、ある程度知名度の高いブランド大学だと思う。このブランドを府がなぜ簡単に消そうとしているのかよくわからない。いったん潰れたブランドは、そう簡単には戻らない。東京も都立大学が１つではないかというかもしれないが、東京都はまったく違う。東京は東京大学はじめ、ブランド大学が沢山ある。私学も全国区の私学がいっぱいあるので、わざわざ都立大学を作る必要はない。ところが大阪府は、京都より人口は圧倒的に多いが、ブランド大学が少ない。こういう中で、なぜ無理にブランドを消そうとしているのかがよくわからない。こういうことは企業の合併と一緒で、企業の合併というのは決まるまで発表しない。また、こんなことを書けば、学生は大阪市大も府大もなくなると、誰も受験してこなくなるのではないか。府がこういうことを考えるのは自由だが、考えていることをこんなところにストレートに記載するのはちょっと理解しがたい。
また、理系の方が偏差値が高いから理系に特化するとのことだが、大きな流れでいけば本当かなという感じはする。たとえば、すでに大阪女子大というブランドを１つ消してしまっている。さらにそれをなくそうとしているとか、経済学部もなくそうとしているとかね。これはほぼ決まっていることなので、どうこう言うわけではないが、この４学域を中心にいかにレベルアップしていくか。さらにいかにブランド力を強化していくかに最重点的な力を入れるべきだと思う。今までの評価を聞いていると、研究教育という先生方のレベルは非常に高い気がするが、学生のレベルをどう上げていくか。やはりよい学生をいかに取るかというところから始まる。そのためにはどう宣伝していくのか。私立大学の方がかなり宣伝がうまく、学生も集めているが、もう少し広く宣伝して、よい学生を捕まえること。そのためには、就職がいいとか、いい先輩がいるとか、国内のレベルをどうあげるかとか。4学域化でレベルアップにどう邁進するかというのが、最大の課題ではないか。
○　委員長から、意見書案に書く内容の方向性について、次のとおり確認を行い、各委員からの了解を得た。
　　・全体的な進捗状況とその総括には、自律性、機動性を高める、経営効率を高めるというのがあったが、教育の質という問題が出てきた。したがって、これからも教育の質の向上を、いかに担保していくか、そういう点にも十分配慮する必要があるということを書く。
　・今後も続けてほしい取り組みには、理事長のリーダーシップ、外部資金の獲得、教育研究の質の向上、ここにも教育と同時に研究の質の向上ということもあるので、そういう点をさらに進めていくということが１つのポイントになると思う。

・次期中期目標に盛り込んでほしいことには、地域貢献の取り組み、わかりやすいPR力、ブランド力という言葉が出ていた。大学の特徴、ステータス、その活動による成果などが従来出ていたキーワードだが、今後さらに大学の国際化の進展が重要になるのではないか。さらに教員の負担にも目を向け配慮が必要。大阪市大とのことも、ここで明示するよりは、今後の大学のあり方の中で、表現を改めて、他の大学との連携や協力という形での教育・研究の質の向上、こういった表現の方が、これからの戦略的にも必要ではないか。さらに、理事長と学長の分離のところは、他の大学の動向なども検討し、明確にここに書くかについて検討していただければ。今後の検討課題というところではいいのかもしれないが、文書として公表される限り、それが１つのサインと受け取られる危険があるので、ある程度、方針が固まった段階で、公表することが必要ではないかなと思うので、そのあたりを考慮してもらえれば。そういうところを、評価委員会からの意見というところにまとめさせてもらえればと思う。
（5）その他
○　事務局から今後の大学及び病院部会、評価委員会の開催日程の連絡を行った。
Ⅲ　閉会

以上
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